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 平素から、東北・北海道管内の農業農村整備事業の推進・東日本大

震災からの復興につきまして、格別のご配慮を賜り厚くお礼申し上げ

ます。  

 

 現在、農業・農村では、急速に進む少子高齢化と人口減少に伴い、

農地・農業水利施設の管理や営農の継続が深刻化しているほか、頻発

化する大規模自然災害など、喫緊の課題を抱えています。さらに、食

料需給に大きな影響を与えている新型コロナウイルス感染症は未だ終

息が見えず、加えてウクライナ紛争等の影響を受け、電力料金を始め

とし、燃料、資材、肥料等が急激に高騰し、農業経営及び土地改良区

の運営は大きな打撃を受けております。  

こうした状況の下、日本の食料安全保障が重要視されるなか、我が

国最大の食料供給基地である東北・北海道の農業農村の持続的な発展

を万全なものとするためには、それぞれの地域特性に合った、高い農

業生産力を十分に発揮出来る生産基盤を整えることが必要不可欠であ

ると考えます。  

昨年３月に策定された「土地改良長期計画」では農業農村が目指す

べき姿として、「人口減少下で持続的に発展する農業」と「多様な人々

が住み続けられる農村」を掲げています。これらを実現するために

は、農地の大区画化、スマート農業の推進、水田の汎用化等により、

農業競争力と産地収益力を強化することが必要となっています。  

加えて、ため池を含む農業水利施設等の老朽化が進む中、大規模自

然災害から国民の生命と財産を守るためにも、ため池等の耐震化や農

地・農業水利施設を活用した「流域治水」に取り組み、農村地域の防

災・減災対策を効果的に推進することが重要となっています。  

また、東日本大震災での原子力災害被災地の農業再生に向けて、引

き続き、復旧・復興事業を着実に進めていくとともに、令和４年 7 月

及び８月の豪雨災害で被災した地域の早期復旧に努めていく必要があ

ります。  

 つきましては、農業農村整備事業の安定的かつ計画的な実施のた

め、予算の確保や諸施策の推進、大規模自然災害からの復旧・復興に

関し、次のとおり要請いたします。  

  



 

 

《農業農村整備関係》 
 

１． 新たな農業政策の実現に向け、地域の要望

に十分応えられる安定した農業農村整備関

連予算の確保について 
 

農業競争力と産地収益力の強化のため、農地の大区画化や

水田の畑地化・汎用化、スマート農業に対応した基盤整備、

農地の集積・集約化など地域の要望に十分応えられる予算額

を、令和５年度当初予算で確保するよう強く要望する。 
 
 
 

２．農業・農村地域の国土強靱化に向けた支援

について 
 

老朽化が進む、ため池を含む農業水利施設の更新・長寿命

化対策及び豪雨・耐震化対策をより一層推進するため、防災・

減災、国土強靭化のための 5 カ年加速化対策については、引

き続き、十分な予算を確保すること。 

また、流域全体のあらゆる関係者が協働で取り組む「流域

治水」については、地域の実情に応じて地元の負担を考慮し

ながら、ため池の洪水調節機能の強化や田んぼダムを推進す

ること。 
 
 
 
 



 

 

３．近年の大規模災害からの復旧・復興に係る

支援について 
 

大規模地震や７月及び８月豪雨等の大規模災害からの復

旧・復興を早急かつ加速度的に進めるとともに、査定前着工

の促進や原形復旧に止まらず再度災害防止のための改良復

旧についても、積極的に講ずること。 

 

 

４．土地改良区の運営体制等の強化に向けた支

援について 
 

土地改良区の適正な運営と円滑な土地改良事業の推進の

ために、電気料金や燃料価格等の急激な高騰に対応するため

の支援とともに、土地改良区が土地改良事業団体連合会に土

地改良事業の工事を委託する制度の適正な運用に向けた支

援を講ずること。 

また、土地改良区の運営に参画する人材の多様化を図るた

め、男女共同参画に向けた取り組みへの支援を充実すること。 

 

 

５．水田活用の直接支払交付金の見直しについ

て 
 

水田活用の直接支払交付金の見直しにあたっては、農業経

営や土地改良区の運営、維持管理等への影響を踏まえ必要な

措置を講ずること。 



 

 

《東日本大震災関係》 
 

 

１．農業・農村再生に必要な予算の確保につ
いて 
 

東日本大震災により被災した地域の農業・農村再生に不可

欠な復興事業について、第２期復興・創生期間以降も、事業

が完了するまでに必要となる予算を確保すること。 
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